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１ 計画策定の趣旨 

 

１‐１ 計画策定の背景 

(１)止まらない少子化の進行 

国は平成 15 年 7 月に「尐子化社会対策基本法」と「次世代育成支援対策推進法」

を制定し、地方公共団体や事業主が行動計画を策定することを通じて、次世代育成支

援対策の推進を図ってきました。 

また、「尐子化社会対策大綱」を閣議決定するとともに、若者の自立とたくましい

子どもの育ち等の重点課題に対して、「尐子化社会対策大綱に基づく重点施策の具体

的実施計画について（子ども・子育て応援プラン）」を策定し、様々な対策を実施し

てきました。 

しかし、平成 17 年に我が国は初めて総人口が減尐に転じ、出生数 106 万人、女

性が一生の間に生むと推定される子どもの数を表す合計特殊出生率は 1.26 と、過去

最低を記録するという予想以上の尐子化の進行がみられました。その後、合計特殊出

生率は、若干上昇しているものの、依然として長期的に人口が安定的に維持される人

口置換水準を大きく下回っています。 

※人口置換水準とは 

長期的に人口が安定的に維持される合計特殊出生率の水準のこと。標準的な水準は 2.1 前後、近年の

日本における値は 2.07～2.08 であるが、男女の出生性比等の違いによって変動する。 

図 1 出生数・合計特殊出生率の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊厚生労働省「人口動態統計」 
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(２)国による少子化対策の抜本的な拡充、強化 

尐子化の進行に歯止めがかからない中、尐子化対策の抜本的な拡充、強化のために、

平成 18 年 6 月に「新しい尐子化対策について」が尐子化社会対策会議で決定され

ました。 

一方、平成 18 年 12 月に発表された「日本の将来推計人口」では、平成 67 年

（2055 年）の合計特殊出生率は 1.26（出生中位・死亡中位推計）と示され、社会

保障審議会人口構造の変化に関する特別部会では、国民の結婚や出産・子育てに対す

る希望と現実のかい離に着目し、その要因が整理されました。 

このような動向を踏まえ設置された「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討

会議では、結婚や出産・子育てに関する国民の希望を実現するためには、何が必要で

あるかに焦点を当てて検討が進められ、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略を

平成 19 年 12 月に取りまとめています。 

この重点戦略では、就労と出産・子育ての二者択一構造の解消には、「働き方の見

直しによる仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現」と、その社会的

基盤となる「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」を“車の両輪”として進めて

いく必要があるとしています。 

このうち「働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現」については、平成 19

年 12 月に仕事と生活の調和推進官民トップ会議において、「仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が

取りまとめられました。 

この憲章では、就労による経済的自立が可能な社会、健康で豊かな生活のための時

間が確保できる社会、多様な働き方・生き方が選択できる社会を目指すべきであると

され、企業と働く者、国民、国、地方公共団体の関係者が果たすべき役割を掲げてい

ます。行動指針では、憲章が掲げる３つの社会を実現するために必要な条件を示すと

ともに、各主体の取組を推進するための社会全体の目標（取組が進んだ場合に達成さ

れる水準として 10 年後の目標値）を設定しています。 

先の重点戦略では「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」に向けて、具体的な

制度設計の検討と、先行して実施すべき課題という２つの課題が示されましたが、後

者については、地域や職場における次世代育成支援対策を推進するための「児童福祉

法等の一部を改正する法律」が平成 20 年 12 月 3 日に公布されました。 

また、平成 22 年 1 月 29 日には「子ども・子育てビジョン ～子どもの笑顔が

あふれる社会のために～」が閣議決定され、平成 26 年度を目途とした子ども・子育

て支援策が示されました。 
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１‐２ 武蔵村山市次世代育成支援行動計画(後期計画)の策定 

平成 15 年 7 月に制定された「次世代育成支援対策推進法」は、次代の社会を担

う子どもが健やかに生まれ、育成される環境整備を、迅速かつ重点的に推進すること

を目的とした 10 年間の時限立法です。 

本市においても、この法律に基づく「武蔵村山市次世代育成支援行動計画」（以下

「前期計画」という。）を平成 17 年 3 月に策定し、認可保育所における通常保育、

延長保育、一時預かり、学童クラブ（放課後児童健全育成事業）など、さまざまな子

育て支援の強化・拡充に努めてきました。 

現在、本市の子どもの人数は増加傾向にあり、また、合計特殊出生率も東京都の市

部では上位に位置しています。市民が安心して子どもを生み、明日の武蔵村山市を創

る子どもたちがすくすくと育つための環境づくりは、市政における重要課題の１つで

あり、今後も積極的な取組が必要となっています。 

図 2 東京都市部の合計特殊出生率（平成 20 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊東京都「人口動態統計」 
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策・事業の方向を明らかにするために、『武蔵村山市次世代育成支援行動計画(後期計

画)』を策定しました。 
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２ 計画の性格 

 

(１)計画の位置付け 

本計画は、「次世代育成支援対策推進法」第 8 条第 1 項に規定されている市町村行

動計画に該当し、すべての子どもと子育て家庭を対象に、母子保健、小児医療、児童

福祉、教育、その他子育て支援の環境整備など、市が進めていく次世代育成支援対策

の目標や方向性を示すものです。 

また、「武蔵村山市第３次長期総合計画 後期基本計画」（平成 18 年度～22 年度）

を上位計画とするとともに、福祉保健施策の基本計画である「武蔵村山市地域福祉計

画」（平成 18 年度～22 年度）に内包される“武蔵村山市子ども家庭福祉計画”と

一体的な関係にあります。 

さらに、本市の次世代育成支援対策を着実に進めていくために、本計画に基づいて

市民一人ひとりをはじめ、各家庭や学校・地域・職場の積極的な取組を促進するもの

です。 

図 3 計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武蔵村山市地域福祉計画 

武蔵村山市子ども家庭福祉計画 

武蔵村山市障害者福祉計画 

武蔵村山市高齢者福祉計画・ 

第４期介護保険事業計画  

武蔵村山市次世代育成支援 
行動計画(後期計画) 

武蔵村山市第２期障害福祉計画  

武蔵村山市第３期長期総合計画 後期基本計画 

見直し 

連携 

連携 

一体的な関係 

次世代育成支援対策推進法 

市町村行動計画策定の義務化 

策定指針の提示等 

武蔵村山市老人保健福祉計画 

武蔵村山市介護保険事業計画 

武蔵村山市男女共同参画計画  

武蔵村山市健康プラン 等 

連携 



【第１章 計画の策定に当たって】 

5 

(２)計画の期間 

本計画は、平成 22 年度を初年度とし、平成 27 年度を目標年度とする 6 か年計

画です。次世代育成支援対策推進法では、市町村行動計画の期間は 5 年を 1 期とす

ることが規定されていますが、「武蔵村山市地域福祉計画」の計画期間との整合を確

保するため、本計画の期間を 6 か年と設定します。 

なお、計画の基礎となる将来人口や子育て支援サービスの目標事業量については、

国が示した「行動計画策定指針」に基づき、「新待機児童ゼロ作戦」（平成 20 年 2

月 27 日厚生労働省策定）の目標年度（平成 29 年度）に達成されるべき事業量を考

慮した上で、平成 22 年度と平成 26 年度の目標を設定しています。 

図 4 計画の期間 

H17 
年度 

H18 
年度 

H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

H23 
年度 

H24 
年度 

H25 
年度 

H26 
年度 

H27 
年度 

       

       

 

(３)計画の対象 

本計画は、子どもと子育て家庭を含むすべての市民と市内の事業主、NPO、行政

等すべての個人及び団体が対象となります。 

また、本計画では、「子ども」とはおおむね 18 歳未満の児童をいいます。 

 

 

 

前期計画 

武蔵村山市次世代育成支援行動計画(後期計画) 
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３ 計画の策定方法 

 

(１)アンケート調査の実施 

計画策定の基礎となる市民ニーズ等の把握を目的に、市内在住の就学前児童及び小

学校児童の保護者を対象としたアンケート調査を実施しました。 

表 1 アンケート調査の実施概要 

 就学前児童調査 小学校児童調査 

対象者 
市内在住の就学前児童の保護者 

〔無作為抽出〕 

市内在住の小学校児童の保護者 

〔無作為抽出〕 

方法 郵送法（郵送による調査票の配布・回収） 

時期 平成 21 年 1 月 

調査票配布数 1,000 票（100.0％） 1,000 票（100.0％） 

有効回収票数 404 票（40.4％） 403 票（40.3％） 

主な調査項目 

子どもの年齢、居住地区、家族構成 

父親・母親の就労状況 

保育サービスの利用状況 

保育サービスの利用意向 

病児・病後児保育に関するニーズ 

一時預かりに関するニーズ 

学童クラブの利用意向 

ベビーシッターの利用意向 

ファミリーサポートセンターの利用意向 

その他子育て支援事業の利用意向 

子育て全般に関する意向 

子どもの学年、居住地区、家族構成 

父親・母親の就労状況 

学童クラブの利用状況 

学童クラブの利用意向 

病児・病後児保育に関するニーズ 

一時預かりに関するニーズ 

ベビーシッターの利用意向 

ファミリーサポートセンターの利用意向 

子育て全般に関する意向 

 

(２)庁内検討体制 

計画を総合的かつ円滑に策定するために、関係各課の代表者で構成する「武蔵村山

市次世代育成支援対策行動計画検討委員会」を設置し、計画内容の検討や調整、計画

原案の作成を行いました。 

また、「武蔵村山市次世代育成支援行動計画推進委員会」を設置し、前期計画で掲

げた目標事業量の達成状況等の評価を行いました。 
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(３)パブリックコメントの実施 

計画内容について、市民からの幅広い意見を考慮し、最終的な意思決定を行うため

に、平成 21 年 12 月 1 日から同年 12 月 14 日まで、「武蔵村山市次世代育成支援

行動計画(後期計画)【原案】」に対する意見募集（パブリックコメント）を実施しま

した。 

 

(４)子どもの保護者及び関係機関代表者による策定体制 

認可保育所及び幼稚園の園児の保護者、次世代育成支援に係る各関係機関の代表者

で構成される「武蔵村山市次世代育成支援対策行動計画検討協議会」を設置し、計画

原案及びパブリックコメントで寄せられた市民等からの意見を踏まえ、計画内容の検

討を行いました。 
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４ 子どもを取り巻く現況 

 

４‐１ 人口 

本市の人口は増加傾向にあり、平成 21 年 4 月 1 日現在、総人口は 70,802 人と

なっています。このうち、年尐人口（0～14 歳）は 10,959 人で、総人口の 15.5％

を占めています。 

計画の基礎となる将来人口は、平成 17～21 年の住民基本台帳人口及び外国人登

録人口、母親年齢５歳階級別（15～49 歳）出生数の実績値等を用いて、コーホー

ト変化率法で推計しました。その結果、今後も人口の増加が見込まれ、本計画の目標

年度である平成 27 年の年尐人口は 12,325 人、平成 21 年に対して 1,366 人の増

加が見込まれます。 

就学前児童に該当する 0～5 歳人口は、出生数に関係する 25～39 歳の女性人口

の減尐等を背景に、平成 25 年をピークに減尐していくこと予想されます。一方、小

学校児童に該当する 6～11 歳人口は、転入などの社会増により、今後も増加傾向が

続くことが予想されます。 

これらは、直近の人口動態の傾向が今後も継続すると仮定したものですが、子ども

の将来人口に応じた保育サービスの確保や教育環境等の充実を図っていくことが求

められます。 

図 5 年齢３階級別人口の推移と推計値 
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図 6 0～17 歳各歳別人口の推移と推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊各年 4 月 1 日現在 

＊H17～21 年は住民基本台帳人口及び外国人登録人口  

表 2 ０～17 歳各歳別人口の推計値 （単位：人） 

 
実績値 推計値 

H21 年 H22 年 H23 年 H24 年 H25 年 H26 年 H27 年 H28 年 H29 年 
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5 歳 772 759 799 773 834 828 855 849 846 

6 歳 722 800 787 827 801 865 859 887 881 

7 歳 788 744 825 811 854 826 891 884 914 
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＊各年 4 月１日現在 

＊H21 年は住民基本台帳人口及び外国人登録人口 
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４‐２ 婚姻・出生 

国勢調査の結果で未婚率の推移をみると、特に男性の 30～39 歳、女性の 25～

39 歳で増加がみられます。 

平成 17 年の比較では、男女ともに東京都平均より低く、全国平均よりも若干高い

状態といえますが、30 歳代後半でも男性の 3 割強、女性の 2 割弱が未婚者となっ

ており、晩婚化は本市にとっても課題と言えます。 

図 7 未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 

図 8 未婚率の比較（平成 17 年） 
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こうした中、本市の出生数は近年、増加傾向にあり、平成 20 年の 665 人は平成

17 年の 1.18 倍となっています。これに合わせて、人口 1,000 人に対する出生率

も増加しており、平成 20 年の 9.6(人)は近隣の市と比較しても高い状態にあります。 

また、合計特殊出生は、全国平均とほぼ同程度で推移しており、平成 20 年の値で

比較すると、東京都市部よりも 0.29(人)高い、1.49(人)となっています。 

図 9 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

＊東京都「人口動態統計」 

図 10 出生率（人口 1,000 人対）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

＊東京都「人口動態統計」 

図 11 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

＊厚生労働省・東京都「人口動態統計」 
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４‐３ 世帯 

平成 17 年国勢調査の結果によると、武蔵村山市の一般世帯数は 24,926 世帯で、

そのうち「０～５歳の子どものいる世帯」は 11.7％（2,907 世帯）、「６～17 歳の

子どものいる世帯」は 15.7％（3,923 世帯）で、“子どもがいる世帯”の割合は東

京都及び全国より高くなっています。 

このうち、18 歳未満の子どもがいる世帯の 74.8％、0～5 歳未満の子どもがい

る世帯では 82.6％が核家族となっています。 

一方、ひとり親家庭の割合は、東京都及び全国よりも高く、18 歳未満の子どもが

いる世帯の 11.3％、0～5 歳未満の子どもがいる世帯では 5.4％を占めています。 

図 12 子どもがいる世帯の割合（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 

図 13 18 歳未満の子どもがいる世帯の家族類型（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 

10.5%

7.9%

11.7%

14.7%

10.5%

15.7%

74.7%

81.6%

72.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全国

東京都

武蔵村山市

0～5歳の子どものいる世帯 6～17歳の子どものいる世帯 18歳未満の子どもがいない世帯

67.8%

79.4%

74.8%

8.4%

9.0%

9.7%

21.9%

9.5%

13.2%

1.0%

0.9%

0.7%

1.0%

1.2%

1.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全国

東京都

武蔵村山市

父母と子どもの世帯 父子のみの世帯 母子のみの世帯 多世代同居世帯 その他



【第１章 計画の策定に当たって】 

13 

76.6%

87.3%

82.6%

4.3%

4.4%

4.9%

18.3%

7.4%

11.7%

0.5%

0.5%

0.3%

0.5%

0.4%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全国

東京都

武蔵村山市

父母と子どもの世帯 父子のみの世帯 母子のみの世帯 多世代同居世帯 その他

図 14 0～5 歳未満の子どもがいる世帯の家族類型（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 

 

 

４‐４ 就労 

(１)就業率 

25～44 歳の就業率は、男女ともに東京都平均より高くなっていますが、女性の

40～54 歳では、全国平均よりも低い就業率となっています。 

一般に、女性の就業率は、出産・育児期に下がり再び上昇するＭ字曲線を描くと言

われていますが、本市の平成 17 年と平成 12 年を比べると、Ｍ字の谷が目立たなく

っています。これは、就労と子育ての両立を支える制度の普及など、プラス面の理由

によるものだけでなく、晩婚化などマイナス面の影響も考えられます。 

図 15 男性の年齢別就業率（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 
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図 16 女性の年齢別就業率（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 

 

(２)就労意向を踏まえた家庭類型 

アンケート調査の父親・母親の現在の就労状況、就労形態の変更（例えば、パート

タイムからフルタイムへ）も含めた母親の今後の就労意向に関する回答から、家庭類

型（父親・母親の就労形態の組合せ）を整理しました。 

その結果、各年齢層ともに、“フルタイムの共働き（タイプ B）”を希望する家庭が

多く、現状よりも 15 ポイント程度の増加がみられます。 

こうした父親・母親の就労意向は、保育サービスや放課後児童対策等の利用ニーズ

へ直結すると考えられます。 

表 3 家庭類型のパターン 

タイプＡ： 

Ｂ： 

Ｃ： 

Ｄ： 

Ｅ： 

Ｆ： 

Ｇ： 

ひとり親家庭 

フルタイム × フルタイム 

フルタイム × パートタイム・アルバイト等 

フルタイム × 専業主婦（夫） 

パートタイム・アルバイト等 × パートタイム・アルバイト等 

無業 × 無業 

その他 

＊フルタイムには、現在育休・介護休業中も含む 

＊国勢調査 
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図 17 就労意向を踏まえた家庭類型（0～2 歳の子どもがいる家庭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査） 

図 18 就労意向を踏まえた家庭類型（3～5 歳の子どもがいる家庭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査） 

図 19 就労意向を踏まえた家庭類型（6～11 歳の子どもがいる家庭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（小学校児童調査） 
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４‐５ 保育・教育 

(１)認可保育所 

①通常保育事業 

本市では、利用ニーズの高まりに対応して、私立保育所の新設や施設の老朽化に伴

う増改築など、サービス提供基盤の整備を進めてきました。 

平成 21 年 4 月 1 日現在、本市には 13 か所（公立 1 か所、私立 12 か所）の認

可保育所があり、入所児童数は 1,887 人となっています。平成 20 年度までの入所

率は、定員数の弾力化運用により 100％を超えていましたが、平成 21 年度より私

立保育所が 1 か所追加され、入所率は 99.0％となっています。 

図 20 認可保育所の入所児童数・定員数・入所率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊各年 4 月 1 日現在 

表 4 認可保育所の設置状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 

(H21 年度) 

保育所数 11 11 11 12 12 13 12 

 公立 1 1 1 1 1 1 － 

 私立 10 10 10 11 11 12 － 

定員数 1,626 1,626 1,626 1,736 1,776 1,896 1,754 

 公立 120 120 120 120 120 120 － 

 私立 1,506 1,506 1,506 1,616 1,656 1,776 － 

入所児童数 1,679 1,655 1,667 1,777 1,807 1,877 － 

入所率 103.3% 101.8％ 102.5％ 102.4％ 101.7％ 99.0％ － 

利用率 44.0% 42.5％ 41.3％ 43.0％ 42.4％ 42.8％ － 

＊各年度 4 月１日現在 

＊入所率：定員数に占める入所児童数の割合、利用率：0～5 歳人口に占める入所児童数の割合 
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認可保育所の待機児童は、3 歳未満児を中心に近年、増加傾向にあります。平成

21 年 4 月 1 日現在の待機児童数は 57 人で、うち 8 割強が 3 歳未満児となってい

ます。 

表 5 待機児童数の推移 （単位：人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 

合計 17 9 59 34 60 57 

 0 歳 1 1 8 1 3 7 

 1 歳 0 6 18 15 21 28 

 2 歳 12 1 17 9 23 13 

 3 歳 3 1 4 8 11 7 

 4 歳 1 0 8 1 2 2 

 5 歳 0 0 4 0 0 0 

＊各年度 4 月１日現在 

 

②延長保育事業 

就労形態の多様化による利用ニーズの長時間化に対応するために、延長保育を実

施する保育所数の充実を図ってきました。 

平成 21 年 9 月末現在、認可保育所 13 か所のうち、9 か所（1 時間延長 6 か所、

2 時間延長 3 か所）で実施しています。 

表 6 延長保育事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 

(H21 年度) 

実施保育所数 5 5 7 8 8 9 6 

 1 時間型 3 3 5 6 5 6 3 

 2 時間型 2 2 2 2 3 3 3 

延べ利用者数 17,779 13,470 16,051 16,980 16,228 7,665 － 

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 9 月末現在） 

 

③一時預かり事業 

平成 21 年 9 月末現在、認可保育所 13 か所のうち、4 か所（定員 24 人）で実

施しています。 

表 7 一時預かり事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 

(H21 年度) 

実施保育所数 1 1 1 2 3 4 4 

定員数 6 6 6 12 18 24 24 

延べ利用者数 436 828 718 447 530 106 － 

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 9 月末現在） 
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④休日保育事業 

休日保育は、日曜や祝祭日の日中（8～11 時間程度）に認可保育所が行う保育サ

ービスです。 

前期計画では、実施か所数 1 か所、定員数 12 人を目標事業量として掲げていま

したが、現在のところ実施体制は整備されていません。 

表 8 休日保育事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 
(H21 年度) 

実施保育所数 0 0 0 0 0 0 1 

定員数 0 0 0 0 0 0 12 

 

(２)認可外保育施設 

平成 21 年 9 月末現在、市内には事業所内保育施設 3 か所と、3 か所の保育室等

が設置されています。 

 

(３)病児・病後児保育事業 

病気回復期の認可保育所入所児童等を対象とした病後児対応型の事業を 1 か所（定

員 4 人）で実施しています。 

表 9 病児・病後児保育事業（病後児対応型）の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 
(H21 年度) 

実施か所数 0 0 0 1 1 1 1 

定員数 0 0 0 4 4 4 4 

延べ利用者数 0 0 0 56 78 23 － 

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 9 月末現在） 

 

(４)トワイライトステイ事業 

トワイライトステイ事業は、保護者が就労等で平日の夜間又は休日に丌在となる場

合に、生活指導や夕食の提供等を行う子育て短期支援事業です。 

前期計画では、実施か所数 1 か所、定員数 10 人を目標事業量として掲げていま

したが、現在のところ実施体制は整備されていません。 
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表 10 トワイライトステイ事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 

(H21 年度) 

実施か所数 0 0 0 0 0 0 1 

定員数 0 0 0 0 0 0 10 

 

(５)ショートステイ事業 

ショートステイ事業は、保護者の疾病等により家庭で養育することが困難な場合に、

施設等で緊急一時的に養育・保護を行う子育て短期支援事業です。 

前期計画では、実施か所数 1 か所、定員数 2 人を目標事業量として掲げていました

が、現在のところ実施体制は整備されていません。 

表 11 ショートステイ事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 

(H21 年度) 

実施か所数 0 0 0 0 0 0 1 

定員数 0 0 0 0 0 0 2 

 

(６)放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

児童数の増加に合わせ、小学校 1～3 年生（心身に障害がある場合は必要に応じて

6 年生まで）を対象とした学童クラブの実施体制の充実に取り組んできました。平成

21 年 4 月 1 日現在、10 か所（定員数 650 人）設置しており、在籍児童数は 599

人となっています。 

表 12 放課後児童健全育成事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 
(H21 年度) 

実施か所数 8 8 8 9 10 10 10 

定員数 420 470 470 580 650 650 540 

在籍児童数 435 479 515 557 588 599 － 

＊各年度 4 月 1 日現在 

 

(７)ファミリーサポートセンター 

ファミリー会員（利用者）とサポート会員（提供者）による子育て支援の仕組みと

して、ファミリーサポートセンターを設置しています。 

平成 20 年度の登録者数は 289 人、延べ利用時間は 916 時間となっています。 
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表 13 ファミリーサポートセンターの設置状況 （単位：か所、時間） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 

(H21 年度) 

実施か所数 0 1 1 1 1 1 1 

登録者数 0 122 197 246 289 327 400 

延べ利用時間 0 309 910 501 916 504 － 

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 9 月末現在） 

 

(８)子ども家庭支援センター 

来所による子育て相談、地区会館や地区児童館での相談、訪問相談、情報提供、各

種講座の開催、サークル活動の支援等を行う子育て家庭支援センターを設置してい

ます。 

平成 21 年度からは、児童虐待の予防と早期発見、見守り機能を加えた先駆型とし

ての事業を行っています。 

表 14 子ども家庭支援センターの設置状況 （単位：か所） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 

(H21 年度) 

実施か所数 1 1 1 1 1 1 1 

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 9 月末現在） 

 

(９)子育てセンター 

子育て家庭を対象とした育児相談、子育てサークルへの支援、園庭開放等を行う子

育てセンター（地域子育て支援センター）を認可保育所 4 か所に設置しています。 

表 15 子育てセンターの設置状況 （単位：か所） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 
前期計画目標 

(H21 年度) 

設置か所数 4 4 4 4 4 4 4 

 センター型 1 1 1 1 1 1 1 

 ひろば型 3 3 3 3 3 3 3 

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 9 月末現在） 

＊センター型：地域の子育て支援情報の収集・提供、子育て全般に関する専門的な支援、地域支援活動を実施  

＊ひろば型：常設のつどいの場を設け、地域の子育て支援機能を図る取組を実施 
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(10)幼稚園 

本市には、4 か所の私立幼稚園が設置されています。すべての幼稚園で、早朝及び

通常保育時間終了後、長期休暇期間での預かり保育を実施しています。 

表 16 幼稚園の設置状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 

幼稚園数 4 4 4 4 4 4 

定員数 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 1,250 

在園児童数 1,110 1,175 1,182 1,173 1,159 1,181 

入園率 86.7% 91.8％ 92.3％ 91.6％ 90.5％ 94.5％ 

利用率 29.1% 30.1％ 29.3％ 28.4％ 27.2％ 26.9％ 

＊各年度 5 月１日現在 

＊入園率：定員数に占める入所児童数の割合、利用率：0～5 歳人口に占める入所児童数の割合 

表 17 預かり保育（幼稚園）の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 

実施か所数 4 4 4 4 4 4 

早朝・延長預かり

保 育 延 べ 利 用 者
数 

－ 14,402 17,109 15,152 13,790 5,618 

長 期 休 暇 預 か り

保 育 延 べ 利 用 者
数 

－ 2,354 2,119 2,330 2,238 1,164 

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 9 月末現在） 

 

(11)小中学校 

本市には、市立小学校 9 か所、市立中学校 5 か所が設置されています。小学校の

在籍児童数は増加傾向にあります。 

平成 22 年４月、市立第四小学校と市立第二中学校を統合した施設完全一体型小中

一貫校村山学園が開校します。 

表 18 小中学校の設置状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 

小
学
校 

校数 9 9 9 9 9 9 

在籍児童数 4,064 4,055 4,108 4,151 4,260 4,330 

中
学
校 

校数 5 5 5 5 5 5 

在籍生徒数 1,913 1,915 1,929 1,945 1,921 1,950 

＊各年度 5 月１日現在 
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0.7

4.0

3.0

2.5

6.7

2.5

33.7

0.0%60.0%

無回答

特にない

病児・病後児保育

一時預かり

ファミリーサポートセンター

ベビーシッター

延長保育

幼稚園の預かり保育

幼稚園（通常の就園時間）

その他の保育施設

認定こども園（4時間程度以上）

認定こども園（共通利用時間）

認証保育所

事業所内保育施設

家庭的保育

認可保育所

0.0% 60.0%

今後、新たに利用したい、

利用を増やしたいサービス

現在、利用している

サービス

５ 今後の重点課題 

 

(１)保育サービスや多様な子育て支援サービスの充実 

アンケート調査における「今後、新たに利用したい、利用を増やしたい保育サービ

ス等」の回答では、利用状況でも上位を占める認可保育所や幼稚園（通常の就園時間）

をはじめ、病児・病後児保育、一時預かり、幼稚園の預かり保育などに新たな利用ニ

ーズがみられます。また、1 割以下ではあるものの、延長保育、事業所内保育施設、

認定子ども園などのニーズもうかがえます。 

フルタイムの共働きへの就労意向が高いことを踏まえると、認可保育所や幼稚園等

の従来サービスの充実はもとより、多様なサービスの提供体制を確保することが必要

と考えられます。 

図 21 保育サービス等の利用状況及び今後の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査） 

 

一方、母親学級、育児学級、学童クラブ、児童館、保育所や幼稚園の園庭開放など

の子育て支援サービス等については、認知度が 9 割を超えているものの、それが必

ずしも利用につながっていない様子もうかがえます。 

今後は、サービスに関する情報提供をより強化するとともに、ニーズに即したサー

ビス内容の充実等も必要です。 
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図 22 子育て支援サービス等の認知状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査） 

図 23 子育て支援サービス等の利用状況と利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査） 
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54.3

58.2

15.9

15.1

25.8

22.3

2.5

3.2

1.2

1.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

小学校児童

就学前児童

楽しみや喜びを感じる 生きがいを感じる 不安や負担を感じる その他 無回答

(２)総合的な子育て支援策の推進 

アンケート調査の「子育てについて感じていること」では、7 割近くの保護者が“楽

しみや喜びを感じる、生きがいを感じる”と回答しています。 

その一方、2 割強の保護者は子育てに“丌安や負担”を感じており、その理由とし

て、就学前児童・小学校児童ともに経済的負担が最も多く、小学校児童では、“犯罪

や事敀が増加している”や“子どもの教育やいじめなどが心配”との意見も 5 割を

超えています。 

こうしたことから、保育サービスや子育て支援サービスの充実とともに、教育環境、

児童の健全育成、安心・安全な生活環境など、バランスよく、幅広い分野の取組を充

実していくことが求められています。 

図 24 子育てについて感じていること 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査、小学校児童調査） 

図 25 「不安や負担を感じている」理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査、小学校児童調査） 
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